
 

様式第１号（第３条関係） 

番     号   

平成  年  月  日 

大 阪 府 知 事  様 

 

郵 便 番 号 

住    所 

 

 

氏    名

（フリガナ）

             印 

 

 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金交付申請書 

 

 平成  年度大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金の交付を受けたいので、下記のと

おり申請します。 

 

記 

 

１．補助事業の目的及び内容 

   様式第２号の事業計画書のとおり 

 

２．補助事業の開始及び完了予定日 

   様式第２号の事業計画書のとおり 

 

３．補助金交付申請額 

     金          円 

 

４．添付書類 

 (1)  事業計画書（様式第２号） 

 (2)  設置箇所位置図 

 (3)  導入（予定）施設の概要（施設の概要が確認できる書類、平面図） 

 (4)  導入しようとする再生可能エネルギー等設備の設計図面（設計図面を作成しない場合又は今

後作成する場合においては、再生可能エネルギー等設備の概要が確認できる書類等） 

 (5)  支出予定額を確認できる設計積算書、見積書その他の書類 

 (6)  災害発生時に電力会社からの電気が遮断された際に、導入予定施設において、最小限の機能

を維持するために必要な設備能力であることが確認できる書類（前年度の電力使用量を確認

（申請者） 

団体又は法人に

あっては所在地 

団体又は法人にあって

は名称及び代表者 



 

できる書類、平常時の配線系統図、電気供給遮断時の配線系統図、災害発生時の使用機器類

の使用電力量を確認できる書類等） 

 (7)  災害発生時において避難者等を収容する区画に最低限必要な熱を供給することができるこ

とが確認できる書類（熱供給設備及び熱配管系統図等） 

(8)  大阪府又は市町村が策定する地域防災計画に位置付けられた又は災害時の支援に関する協

定を締結したことがわかる資料の写しなど、導入（予定）施設が災害時において地域の防災

拠点となり得る施設であることが確認できる書類 

 (9)  導入（予定）施設が耐震性を有することが確認できる書類 

 (10) 導入（予定）施設のカラー写真（施設全景、設備導入場所） 

 (11) 導入（予定）施設が自らの所有物であることを確認できる書類（自らが所有する施設ではな

い場合、補助対象施設の所有者に同意を得たことがわかる書類） 

 (12) 補助事業に関する歳入・歳出予算（見込）書抄本 

 (13) 要件確認申立書（様式第３号）、暴力団等審査情報（様式第４号）、定款の写し及び登記事

項証明書（履歴事項全部証明書） 

 

 

 



 

様式第２号（第３条関係） 

 

事  業  計  画  書 

 

１.申請者の概要 

(1) 団体・法人の名称  

(2) 所在地  

(3) 担当部署名  

(4) 担当者職・氏名  

(5) 担当者連絡先 

電  話  

Ｆ Ａ Ｘ  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

 

２.補助事業の概要 

(1) 導入予定施設の名称及び 

  施設の種類 

名 称  

種 類 

□ 学校 

□ 公民館 

□ 体育館 

□ 集会所・ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 

□ 図書館 

 

□ 公園 

□ 上下水道施設 

□ 医療施設 

□ 社会福祉施設 

□ 帰宅困難者支援施設 

 

□ その他（                   ） 

(2) 導入予定施設の所在地  

(3) 事業の概要 

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(4) 再生可能エネルギー等 

設備の導入の必要性 
 

(5) 自家発電設備又は再生 

可能エネルギー等設備の 

設置状況 

□ なし 

□ あり（定格出力         kW） 

（設備名称          ） 

(6) 地域防災拠点等の位置付け 

区 分 

□ 大阪府又は市町村地域防災計画に基づく施設として指定 

□ 防災・災害支援に関する協定を締結 

□ 大阪府又は市町村地域防災計画に基づく施設として指定 

予定（   年   月） 

□ 大阪府又は市町村と災害時の支援に関する協定を締結 

予定（   年   月） 

指定又

は協定

内 容 

□ 地域防災拠点（司令塔機能、物資等備蓄・集積・輸送基地） 

□ 避難所・避難地 

□ 災害拠点病院 

□ 帰宅困難者支援施設 

□ その他（                    ） 

(7) 導入予定施設の特徴 

□ あらゆる災害発生時に利用する施設 

□ 以下の特定の災害発生時にのみ利用する施設等 

 （災害の種類：                     ） 

(8) 防災力向上のための取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(9)エネルギーマネジメント 

計画等の取組み 

省エネ・ＣＯ２削減

計画又は取組方針

の策定状況 

□ あり 

□ なし 

名 称  

策定（更新）年度     年度策定（   年度更新） 

計 画 の 目 標 

 

省エネルギー等のエネ

ルギーマネジメント計画 

※導入施設において、導入設備を含む省エネルギー等のエネ

ルギーマネジメント計画があれば記入してください・ 

ＰＤＣＡサイクルによる管理計画等があれば、添付してく

ださい。（様式任意） 

(10) 代替施設の有無 
□ 近隣に導入予定施設と同一の位置付けの地域防災拠点等がある 

□ 近隣に導入予定施設と同一の位置付けの地域防災拠点等がない又は不明 

(11) 災害時の利用方法及び 

利用者数等 

利用方法 

 

 

 

 

 

利用者数

等 

※避難所・避難地、災害拠点病院、帰宅困難者支援施設においては、

災害時の利用（想定）数、地域防災拠点においては、司令塔機能を果

たす人数や物資の備蓄量等を記載してください。 

・地域防災拠点 ⇒ 管内人口・世帯数・備蓄量 

・避難所 ⇒ 収容人数 

・災害拠点病院 ⇒ 利用者数・病床数 

・帰宅困難者支援施設 ⇒ 利用者数 



 

(12) 事業の効果、特徴 

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。 

(13) 導入予定施設の耐震性 

の状況 

□ 昭和56年6月1日以降の建築確認を得て建築された建築物 

□ 上記以外で耐震性を有すると診断された建築物 

□ 耐震改修を実施した建築物 

(14) 導入する設備の状況 

設備の種類 仕   様 

□ 太陽光発電設備 

□ 蓄電池設備 

□ その他 

 

 

 

・形式名 

・製造者 

・定格出力（kW） 

・蓄電池の容量（kWh） 

・消費電力（kW） 

 

平常時における導入設備の使用頻度・稼働状況 

＜使用する期間＞ 

□ ほぼ毎日使用  

□ 平日のみ又は週５日程度使用 

□ 時季により使用 

□ その他（                ） 

 

＜使用する時間帯＞ 

□ １日中使用可能 

□ 日中のみ使用可能 

□ 夜間のみ使用可能 

□ その他（                ） 

期待されるＣＯ２削減量 

※太陽光発電以外の再エネ設備を導入される場合のみ記載 

年間ＣＯ２削減量 （         ）ｔ－ＣＯ２ 

計算式   

      

      



 

特記事項 

※導入する設備について、特筆すべき事項があれば記載してください。 

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。 

(15) 導入設備のＰＲ計画  

(16) 補助事業の着手及び 

完了予定日 

補助事業の着手予定日  平成  年  月  日 

  〃  完了予定日  平成  年  月  日 

 

 

 

３.交付申請額の算出 

(1) 総事業費 

※(2)+(3)+(5) 
                     円 

(2) 単独事業費                      円 

(3) 事業に要する経費

（消費税込み） 
                     円 

(4) 事業に要する経費

（消費税抜き） 
円 

(5) 寄付金その他の 

収入額(公的な補助金等) 

寄 付 金 等 の 

名称及び対象 
 円 

(6) 補助対象経費 

※(4)-(5)<注> 
円 

(7) 交付申請見込額 

（千円未満切り捨て） 

※(6)×1/3 

円 

＜注＞ 消費税及び地方消費税額は補助対象経費としない。 

 



 

（補助事業に要する経費の内訳） 

経費の区分 内  容 
事業に要する経費 

（税込み） 

事業に要する経費 

（税抜き） 
備 考 

①設計費  円 円  

②本工事費  円 円  

③付帯工事費  円 円  

④機械器具費  円 円  

⑤測量及び試験費  円 円  

⑥事務費  円 円  

⑦業務費  円 円  

⑧その他  円 円  

合     計 円 円  

 



 

４.事業実施スケジュール 

25

年

度 

 

26

年

度 

 

27

年

度 

 

※スケジュールには、「事業着手日」、「実施設計完了日」、「工事施行日」、「工事検査日」、「事業検査日」、「事業完了予定日」等のスケジュールを記載してください。 

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。 

 

５.事業の運営管理体制 

【体制図】※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。 

 



 

 

様式第３号（第３条関係） 

 

要件確認申立書 

 

 

大 阪 府 知 事 様 

 

大阪府補助金交付規則（以下「規則」という。）第４条第２項第３号の規定に基づき、大阪府再生可

能エネルギー等導入推進基金事業補助金にかかる交付申請を行うにあたり、私（当団体）は、規則第２

条第２号イ～ハまでのいずれにも該当しないことを申立てます。 

なお、いずれかに該当することとなった場合には、直ちにその旨を届け出ます。 

また、規則第２条第２号イ～ハまでのいずれかの該当の有無等に関して調査が必要となった場合には、

大阪府が求める必要な情報又は資料を遅滞なく提出するとともに、その調査に協力し、調査の結果、該

当することが判明した場合には、規則第１５条に基づき、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消

されても、何ら異議の申し立てを行いません。 

 

１．暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する「暴力団」をいう。） 

 

２．暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する「暴力団員」をい

う。） 

 

３．暴力団密接関係者（大阪府暴力団排除条例第２条第４号に規定する「暴力団密接関係者」をいう。） 

 

４．法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその

執行を受けることがなくなった日から１年を経過しない者 

 

５．公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第４９条第１項に規定する排

除措置命令又は同法第５０条第１項に規定する納付命令を受け、その必要な措置が完了した日又は

その納付が完了した日から１年を経過しない者 

 

 

平成  年  月  日 

 

所 在 地                    

                

  名  称                    

                

  代表者名                  印 



 

 

様式第４号（第３条関係） 

 

暴力団等審査情報 

 

大阪府補助金交付規則（以下「規則」という。）第４条第２項第３号の規定に基づき、大阪府再生可

能エネルギー等導入推進基金事業補助金にかかる交付申請を行うにあたり、規則第２条第２号イに該当

しないことを審査するため、本書面を提出するとともに、大阪府暴力団排除条例第２４条に基づき、府

警察本部へ提供することに同意します。 

 

（読み仮名）  （                    ） 

申 請 者 氏 名 ： 

生 年 月 日 ： Ｔ. Ｓ. Ｈ    年    月    日 

住     所 ： 

 

《法人の場合：役員情報》 

 

（読み仮名）  （                    ） 

役 員 等 氏 名 ： 

生 年 月 日 ： Ｔ. Ｓ. Ｈ     年    月    日 

住      所 ： 

 

（読み仮名）  （                    ） 

役 員 等 氏 名 ： 

生 年 月 日 ： Ｔ. Ｓ. Ｈ     年    月    日 

住      所 ： 

 

（読み仮名）  （                    ） 

役 員 等 氏 名 ： 

生 年 月 日 ： Ｔ. Ｓ. Ｈ     年    月    日 

住      所 ： 

 

（読み仮名）  （                    ） 

役 員 等 氏 名 ： 

生 年 月 日 ： Ｔ. Ｓ. Ｈ     年    月    日 

住      所 ： 

 

（読み仮名）  （                    ） 

役 員 等 氏 名 ： 

生 年 月 日 ： Ｔ. Ｓ. Ｈ     年    月    日 

住      所 ： 

 

平成  年  月  日 

 

所 在 地                    

                

  名  称                    

                

  代表者名                  印 



 

 

様式第５号（第４条関係） 

大阪府指令  第  号 

 

住       所 

氏   名（法人名） 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金交付決定書 

 

平成  年  月 日付け［番号］で申請のあった大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補

助金は、大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金交付要綱第４条の規定に基づき、下記の

とおり交付します。 

 

平成  年  月  日 

大阪府知事   氏    名 

 

 

記 

 

１．補助金交付決定額   金        円 

 

２．この補助金の対象となる事業、その内容及びこれに要する経費の配分は、交付申請書記載のとおり

とする。 

 

３．補助金の交付条件 

 ⑴ 次のいずれかに該当する場合、速やかに知事の承認を受けること。 

  ア 補助事業に要する経費の配分の変更をする場合 

  イ 補助事業の内容の変更をする場合 

  ウ 補助事業を中止し、又は廃止する場合 

⑵ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに

知事に報告してその指示を受けること。 

 



 

 

様式第６号（第５条関係） 

番     号   

平成  年  月  日 

 

 

大 阪 府 知 事  様 

 

郵 便 番 号 

住    所 

 

 

氏    名

（フリガナ）

             印 

 

 

 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金変更（中止、廃止）交付申請書 

 

 

 平成  年  月  日付け［番号］により交付決定を受けた補助事業について、大阪府再生可能

エネルギー等導入推進基金事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき変更（中止、廃止）の承認を受

けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

                                          記 

 

１．変更（中止、廃止）の内容 

 

２．変更（中止、廃止）の理由 

 

３．補助金変更交付申請額 

(1) 変更前の交付申請額  金         円 

(2) 変更後の交付申請額  金         円 

(3) 追加（減額）交付申請額  金         円 

 

４．添付書類 

・歳入歳出予算（見込）書抄本 

・変更（中止、廃止）後の内容を確認するための資料 

※ 第３条に掲げる書類のうち、当該変更等に関係する資料を添付すること。 

なお、変更内容が対比できるよう新旧対照表を作成し、併せて添付すること。 

（補助事業者） 

団体又は法人に

あっては所在地 

団体又は法人にあって

は名称及び代表者 



 

 

様式第７号（第５条関係） 

大阪府指令  第  号 

 

 

住       所 

氏   名（法人名） 

 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金変更（中止、廃止）交付決定通知書 

 

 

平成  年  月  日付け［番号］で申請のあった大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業 

     補助事業の内容の変更 

補助金の 補助事業の中止     について、（下記のとおり・次･別紙の条件を付けて）承認します。 

補助事業の廃止 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

大阪府知事   氏    名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．変更後の交付決定額  金      円 

 

２．条件 

(1） 

 (2)  



 

 

様式第８号（第９条関係） 

                                                         番     号   

平成  年  月  日 

 

 

大 阪 府 知 事  様 

 

 

郵 便 番 号 

住    所 

 

 

氏    名

（フリガナ）

             印 

 

 

 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金実績報告書 

 

 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとお
り報告します。 

 

 

                                          記 

 

 

１．事業完了日     平成  年  月  日 
 
２．補助金実績報告額  金         円 
 
３．添付書類 

(1) 事業結果報告書（様式第９号） 

 (2) 支出額を確認できる契約書及び支出書類等の写し 
 (3) 事業完了後の補助対象施設及び再生可能エネルギー等設備の概要が確認できるカラー写真 
  （施設全景、設備導入場所） 
 (4) 再生可能エネルギー等設備の完成図書の写し 
 

（補助事業者） 

団体又は法人に

あっては所在地 

団体又は法人にあって

は名称及び代表者 



 

 

様式第９号（第９条関係） 

 

事 業 結 果 報 告 書 

 

１.申請者の概要 

(1) 団体・法人の名称  

(2) 所在地  

(3) 担当部署名  

(4) 担当者職・氏名  

(5) 担当者連絡先 

電  話  

Ｆ Ａ Ｘ  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

 

２.補助事業実績の概要 

(1) 導入予定施設の名称及び 

  施設の種類 

名 称  

種 類 

□ 学校 

□ 公民館 

□ 体育館 

□ 集会所・ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 

□ 図書館 

 

□ 公園 

□ 上下水道施設 

□ 医療施設 

□ 社会福祉施設 

□ 帰宅困難者支援施設 

 

□ その他（                   ） 

(2) 導入予定施設の所在地  

(3) 事業の概要 

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(4) 再生可能エネルギー等 

設備の導入の必要性 
 

(5) 自家発電設備又は再生 

可能エネルギー等設備の 

設置状況 

□ なし 

□ あり（定格出力         kW） 

（設備名称          ） 

(6) 地域防災拠点等の位置付け 

区 分 

□ 大阪府又は市町村地域防災計画に基づく施設として指定 

□ 防災・災害支援に関する協定を締結 

□ 大阪府又は市町村地域防災計画に基づく施設として指定 

予定（   年   月） 

□ 大阪府又は市町村と災害時の支援に関する協定を締結 

予定（   年   月） 

指定又

は協定

内 容 

□ 地域防災拠点（司令塔機能、物資等備蓄・集積・輸送基地） 

□ 避難所・避難地 

□ 災害拠点病院 

□ 帰宅困難者支援施設 

□ その他（                    ） 

(7) 導入予定施設の特徴 

□ あらゆる災害発生時に利用する施設 

□ 以下の特定の災害発生時にのみ利用する施設等 

 （災害の種類：                     ） 

(8) 防災力向上のための取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(9)エネルギーマネジメント 

計画等の取組み 

省エネ・ＣＯ２削減

計画又は取組方針

の策定状況 

□ あり 

□ なし 

名 称  

策定（更新）年度     年度策定（   年度更新） 

計 画 の 目 標 

 

省エネルギー等のエネ

ルギーマネジメント計画 

※導入施設において、導入設備を含む省エネルギー等のエネ

ルギーマネジメント計画があれば記入してください・ 

ＰＤＣＡサイクルによる管理計画等があれば、添付してく

ださい。（様式任意） 

(10) 代替施設の有無 
□ 近隣に導入予定施設と同一の位置付けの地域防災拠点等がある 

□ 近隣に導入予定施設と同一の位置付けの地域防災拠点等がない又は不明 

(11) 災害時の利用方法及び 

利用者数等 

利用方法 

 

 

 

 

 

利用者数

等 

※避難所・避難地、災害拠点病院、帰宅困難者支援施設においては、

災害時の利用（想定）数、地域防災拠点においては、司令塔機能を果

たす人数や物資の備蓄量等を記載してください。 

・地域防災拠点 ⇒ 管内人口・世帯数・備蓄量 

・避難所 ⇒ 収容人数 

・災害拠点病院 ⇒ 利用者数・病床数 

・帰宅困難者支援施設 ⇒ 利用者数 



 

 

(12) 事業の効果、特徴 

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。 

(13) 導入予定施設の耐震性 

の状況 

□ 昭和56年6月1日以降の建築確認を得て建築された建築物 

□ 上記以外で耐震性を有すると診断された建築物 

□ 耐震改修を実施した建築物 

(14) 導入する設備の状況 

設備の種類 仕   様 

□ 太陽光発電設備 

□ 蓄電池設備 

□ その他 

 

 

 

・形式名 

・製造者 

・定格出力（kW） 

・蓄電池の容量（kWh） 

・消費電力（kW） 

 

平常時における導入設備の使用頻度・稼働状況 

＜使用する期間＞ 

□ ほぼ毎日使用  

□ 平日のみ又は週５日程度使用 

□ 時季により使用 

□ その他（                ） 

 

＜使用する時間帯＞ 

□ １日中使用可能 

□ 日中のみ使用可能 

□ 夜間のみ使用可能 

□ その他（                ） 

期待されるＣＯ２削減量 

※太陽光発電以外の再エネ設備を導入される場合のみ記載 

年間ＣＯ２削減量 （         ）ｔ－ＣＯ２ 

計算式   

      

      



 

 

特記事項 

※導入する設備について、特筆すべき事項があれば記載してください。 

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。 

(15) 導入設備のＰＲ計画  

(16) 補助事業の着手及び 

完了予定日 

補助事業の着手予定日  平成  年  月  日 

  〃  完了予定日  平成  年  月  日 

 

 

 

３.補助金額の算出 

(1) 総事業費 

※(2)+(3)+(5) 
                     円 

(2) 単独事業費                      円 

(3) 事業に要する経費

（消費税込み） 
                     円 

(4) 事業に要する経費

（消費税抜き） 
円 

(5) 寄付金その他の 

収入額(公的な補助金等) 

寄 付 金 等 の 

名称及び対象 
 円 

(6) 補助対象経費 

※(4)-(5)<注> 
円 

(7) 交付申請見込額 

（千円未満切り捨て） 

※(6)×1/3 

円 

(8) 交付決定額 円 

(9) 実績報告額 

（円未満切り捨て） 

※(7)と(8)を比較し少ない

方の額 

円 

＜注＞ 消費税及び地方消費税額は補助対象経費としない。 



 

 

（補助事業に要する経費の内訳） 

経費の区分 内  容 

事業に要する経費 

（税込み） 
事業に要する経費 

（税抜き） 
備考 

当初額 実績額 

①設計費  円 円 円  

②本工事費  円 円 円  

③付帯工事費  円 円 円  

④機械器具費  円 円 円  

⑤測量及び試験費  円 円 円  

⑥事務費  円 円 円  

⑦業務費  円 円 円  

⑧その他  円 円 円  

合     計 円 円 円  

 



 

 

様式第１０号（第１０条関係） 

 

大阪府指令 第  号 

 

住       所 

氏   名（法人名） 

 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金確定通知書 

 

 

平成  年  月  日付け大阪府指令  第  号で交付の決定をした大阪府再生可能エネルギ

ー等導入推進基金事業補助金の額は、大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金交付要綱第

１０条により、金      円に確定します。 

 

 

 平成  年  月  日 

 

 

大阪府知事   氏    名 

 

 

 



 

 

様式第１１号（第１１条関係） 

 

 

大 阪 府 知 事  様 

 

 

郵 便 番 号 

住    所 

 

 

氏    名

（フリガナ）

             印 

 

 

 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金請求書 

 

 

   大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金交付要綱第１１条の規定により、下記の

とおり、請求します。 

 

記 

 

１．請 求 額   金          円 

 （平成  年  月  日大阪府指令  第  号に基づく補助金） 
 
 
 ２．補助金振込先 

口 座 名 義 人 

（フリガナ） 

 

金融機関名及び店名  

預 金 の 種 類  

口 座 番 号  

 
 

（補助事業者） 

団体又は法人に

あっては所在地 

団体又は法人にあって

は名称及び代表者 



 

 

様式第１２号（第１２条関係） 

番     号   

平成  年  月  日 

 

 

大 阪 府 知 事  様 

 

 

郵 便 番 号 

住    所 

 

 

氏    名

（フリガナ）

             印 

 

 

 

 

大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業効果等報告書 

 

 

 大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金事業補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、下記のと

おり報告します。 

 

                                              記 

 

１．導入施設の状況について 

(1) 導入施設の名称  

(2) 導入施設の所在地  

(3) 設置年度 

 （事業期間） 

 

(4) 施設の種類 □ 学校 

□ 公民館 

□ 体育館 

□ 集会所・ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 

□ 図書館 

 

□ 公園 

□ 上下水道施設 

□ 医療施設 

□ 社会福祉施設 

□ 帰宅困難者支援施設 

 

□ その他（                   ） 

（補助事業者） 

団体又は法人に

あっては所在地 

団体又は法人にあって

は名称及び代表者 



 

 

 

(5) 設備の状況 

①設備の種類 ②仕様 ③導入効果 

□ 太陽光発電設備 

□ 蓄電池設備 

□ その他 

 

 

 

・形式名 

・製造者 

・定格出力（kW） 

・蓄電池の容量（kWh） 

・消費電力（kW） 

 

・年間発電量（kWh/年） 

・年間二酸化炭素排出削減量 

（ｔ-CO2/年） 

・年間蓄電電力量（kWh/年） 

(6) 施設の利用状況  

 

 

 

 

 

(7) 余剰電力の売電状況 □な し 

 

□あ り （契約日   年  月  日） 

     （契約単価      円／kWh） 

 ※余剰電力の売電ありの場合、電気事業者との契約状況が分か

る書類の写しを添付してください。 

 

 ※ 施設ごとに作成すること。 

 

 


